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イオンの温暖化防止宣言と

見える化政策の推進
－カーボンフットプリントの本質と産業エコロジーへの挑戦－
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「地球温暖化防止（CO2削減等）に関する基本方針」

①イオンは京都議定書の精神を尊重しその目標に貢献します。

②イオンはCO2の具体的削減について本業の中でCO2等の排出削減に取組むことを第一とし、不足分を京都

メカニズム活用で補います。

③イオンは商品開発においてその製造配送過程において、環境効率を最大化するマネジメントを実行します。

④イオンは商品の容器包装開発において、生分解ポリやバイオマスといった環境負荷の低い 「新しい素材」を

積極的に実験導入し、取入れていきます。

⑤イオンはショッピングセンター等、店舗開発において、自然エネルギーの導入や建築資材のグリーン調達の

推進という「エコストア」開発を展開し、地球温暖化防止に貢献します。

⑥イオンは店舗設備（空調機・冷ケース等）選択においては、省エネを原則とします。｢冷媒｣はＲ410などの代

替フロン仕様を基本とし、ノンフロン型省エネ冷却装置システムの導入実験を行います。

⑦イオンはお客さまのグリーン購入を更に推進するとともに、地方自治体、３Ｒ推進マイスター(環境省）及び

市民との連携によるマイバスケット・マイバッグ持参運動の強化とレジ袋提供方法見直し（無料配布中止等)

によるレジ袋の大幅な排出抑制に率先して取組みます。

⑧イオンはお客さまとともに「イオンふるさとの森づくり」や「一村一森運動」（宮脇昭先生提唱）を積極的に推

進していくとともに、森林資源を守る世界的な動きの中でFSC認証紙、古紙、あるいは牧草地での植樹から

つくられた紙を積極的に導入します。

イオン(株)取締役兼代表執行役社長

２００４年１２月１３日制定

２００７年 ６月１２日改定

Ⅰ Co2等削減に関する基本方針とイオン温暖化防止宣言
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185万Co2トン削減の主な取組み
(2012年度GHG削減目標〈対’06年度比〉)

１．店舗での設備・仕組による削減
50万トン

２．商品・物流における削減

57万トン

３．お客さまとともに取り組む削減

31万トン

４．京都メカニズム活用

47万トン

５０万トン

３１万トン５７万トン
4

イオン温暖化防止宣言(2008.3.14)
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「環境を『力』にするビジネス」新戦略
～環境を軸とする新たな企業価値の創出～
産業構造審議会環境部会産業と環境小委員会中間取りまとめ

Ⅱ 「環境を『力』にするビジネス」新戦略
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「環境を『力』にするビジネス」に関する
コミュニケーションのシステム化

・市場導入試行事業の実施、ルール精緻化、第三者認
証の仕組みの構築
・ＩＳＯ等の国際標準化の議論への積極的な対応
・ＣＯ２排出量原単位データの作成・公開
・官民連携による普及啓発
・他の環境ラベル等との一体性の確保
・カ－ボンオフセットとの連携
・政府調達の促進
②３Ｒ情報の見える化
・環境配慮情報の活用による３Ｒの市場における新たな評価軸の設定
・ラベル等による環境情報の提供等

：「環境力」評価手法の開発及び株価指数への適用等
・「環境力」評価フレーム策定及び様々なステークホル
ダーへの利用の働きかけ
・「環境力」株価指数の組成
・環境報告書等による比較可能な情報提供の推進
・容易に環境情報にアクセスできるデータベースの構築等

１．「環境を『力』にするビジネス」に関する
コミュニケーションのシステム化

（１）消費者への見える化

①カーボンフットプリント制度の構築と普及促進

（２）投資家・金融機関への見える化
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「環境を『力』にするビジネス」の高度化
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■試験販売対象商品と展開エリア

ブランド 商品名 規格 展開エリア

トップバリュ ごはん ２００ｇ 全国

トップバリュ ごはん ２００ｇＸ３個パック 全国

トップバリュ ごはん ２００ｇＸ５個パック 全国

グリーンアイ あきたこまち ５ｋｇ 中部除く

グリーンアイ にんじん（熊本県産） ６００ｇ 西日本CO

グリーンアイ たまねぎ（北海道産） ７００ｇ 関東、北日本CO

グリーンアイ 冷凍ほうれん草（バラ） ２５０ｇ 全国

共環宣言 コピー用紙Ａ４ 500枚 全国

共環宣言 充電池単3 2個入り 全国

■対象店舗
イオンリテール㈱のエコストアを中心とする１０店舗
ジャスコ店舗：品川シーサイド、レイクタウン、東雲、 津田沼、南砂、

柏、大日、日吉津、新名取
マックスバリュ店舗：千種若宮大通

＊農産物は計測した農家分の通常供給店舗に限定して販売

■展開時期
2009年1月9日～14日

目的

①イオンが当該商品から出るCO2を削減することを社会に約束する

②トレーサビリティが可能

③LCAの活用により、更なるCO2とコストの削減が可能

1)カーボンフットプリントの導入目的と試験販売
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Ⅲカーボンフットプリント制度への取組み
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【トップバリュグリーンアイあきたこまち】
ＣＯ２総排出量

【ＣＦＰ・統一マーク】

段階別のＣＯ２排出構成比

つくる：原料栽培時のデータと製造時のデータ
はこぶ・はんばい：商品輸送と販売時の照明や

冷蔵などのデータ
つかう・すてる：使用時のモデルケースのデータと

包装資材の廃棄のデータ

統一マークと排出量表示〈’08.12月エコプロダクツ展にて展示〉
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カーボンフットプリント制度試行事業の今後の進め方(平成21年度：日本)

2) 2009年度経済産業省のCFP推進とイオンの取組み
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3) イオンの2009年下期カーボンフットプリント登録商品(PCR策定領域)

11

①ﾄｯﾌﾟﾊﾞﾘｭ
ｽｰﾊﾟｰｸﾘｰﾝﾎﾜ
ｲﾄ(洗剤)

②ﾄｯﾌﾟﾊﾞﾘｭ
ｷｬﾉｰﾗ油ｷﾞﾌﾄ
(菜種油)

③ﾄｯﾌﾟﾊﾞﾘｭｸﾞﾘｰﾝ
ｱｲ
特別栽培米
あきたこまち

※上記3品はｶｰ
ﾎﾞﾝﾌｯﾄﾌﾟﾘﾝﾄ品と
して’09.10月より
お歳暮販売を開
始しました。
(日本初)
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経済産業省等４省の連携の事業でカーボンフットプリント表示が認められた
イオンの3商品

うるち米（ジャポニカ米）菜種油

衣料用洗剤

12



Corporate Citizenship

つくる
はこぶ

はんばい

つかう

すてる

衣料用洗剤

ｽｰﾊﾟｰｸﾘｰﾝﾎﾜｲﾄ

1箱当り正味量１ｋｇ × 8箱
１７．２ ２．３ ３１．７

キャノーラ油

1本当り内容量1ｋｇ × 6本 ５．６ １．８ １．７

特別栽培米

あきたこまち

内容量４ｋｇ入り 1箱
４．０ １．１ １．３

単位：kg
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－お客さまにわかりやすい排出量の表示に挑戦－
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4)経済産業省により認定されたイオンのPCR事例 (商品種別算定基準)  抜粋 〈’09.9.4〉

〈事例〉菜種油 (認定PCR番号：PA-AB-01)

【原材料調達段階】

原材料調達段階には以下のプロセスが含まれる。

1) 菜種の栽培プロセス：

・菜種油の原料となる菜種の栽培に関わるプロセス。
・具体的には、圃場における｢圃場整備」、「播種」、「栽培管理」、「収穫」など、菜種の収穫
物を得るまでの各プロセス。
・土壌からの窒素肥料の「一酸化二窒素(N2O)発生」についても、これらのプロセスにとも
なうものとして対象に含める。
・なお、本PCRでは、農地土壌における炭素貯留プロセスについては、評価対象外とする。
Co2吸収源として農地土壌は炭素貯留の効果は認められるものの、国際的に合意された
計算方法がなく、また実測の場合も技術開発を持つ必要があるため、その評価は今後の
検討課題とし、現段階では算定には含めないものとの考え方を取る。

2) 菜種の調整プロセス：

・収穫後の菜種を調整によって油糧原料にし、出荷できる状態にするまでの各プロセス。
・具体的には、「選別」、「計量」、「保存」など。

対象とするライフサイクル段階 (抜粋)

対象とするライフサイクル段階
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付属書 E ： 全ライフサイクル段階共通二次データより。 (抜粋)

●容器、包装資材、輸送資材他、各種資材製造に関わるライフサイクルGHG排出量
・プラスチック容器、包装資材、輸送資材については、①樹脂製造の二次データ、②成型加工
の二次データの2つの類型の二次データが存在する。使用に際しては、成型加工のGHG排

出量の計上漏れや二重計上がなされてはいけない。
・紙容器、包装資材、輸送資材については、紙製造の二次データと、紙製造と加工の両方を
加味した二次データが存在する。使用に際しては、加工のGHG排出量の計上漏れや二重
計上がなされてはいけない。

・輸送に関わるGHG排出量は、以下の二次データリストには含まれていない。輸送に関わる
GHG排出量については、一次データ収集もしくは各ライフサイクル段階別の輸送シナリオの

適用により評価する。
・以下に示す共通原単位データ及び参考データはいずれも日本で製造される素材、日本で実
施されるプロセスを対象としたものであるため、海外で製造される素材や海外で実施される
プロセスにあてはめる場合は、その妥当性を示す必要がある。

原材料調達段階及び生産段階のカットオフ

原材料調達段階及び生産段階に投入される材料(生産段階では菜種・包装資材を除く)の製
造・輸送に係るGHG排出量が、各々の段階のGHG排出量に対し、合計で5%以内となる材料
についてはカットオフしてもよい。
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W社，カーボン削減ラベルの初取得企業

5)海外企業の動向と産業エコロジーへの挑戦
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消費者動向について
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2009年より本格始動したW社のサステナビリティ インデックス

企業価値向上及び企業の持続的成長へ

消費者の支持。特に1980～
2000年に生まれた将来の顧客
となる若い世代(▲▲)

循環型エコシステムへ。

市場の圧力が技術革新(サステ
ナブルイノベーション)に拍車。

サプライヤー(メーカー）の行動
変容(■)

サプライヤーへの15の質問を手
始めとする要請(対象10万社)

GHG排出とコストの削減

LCA分析によるGHG排出とコス
トの顕在化

持続可能な生産活動(▲)を行っ
たかどうかが一目でわかる

消費者へのわかりやすい表示
(数値orシンボルマーク)

将来的に全商品のLCA分析を行い、サステナビリティインデックス(指標)として商品に表示していく。

2009年サステナビリティコンソーシャム(産学民共同体) (※※)設立

産業エコロジー(※)という概念を経営課題へ

低炭素社会構築及びサステナブルエコノミーへの転換という時代認識と先行的対応

LCA分析を行うためオー
プンソースの情報システ
ム「アーススター」の開発

共有データベースづくり

(▲▲)価格だけでなく、どの商品が
環境によく、貧困国に与える
ダメージが最小かで購買決定をし、
サステナビリティが関心事のトップ
の世代と分析。

(▲)環境負荷低減(Co2，水，廃棄
物)や従業員の福利厚生及び地域
社会への貢献等。 (■)自然エネルギーの利用率を上

げ、有害物質の使用を避け、労働
環境を改善する等、指標を上げる
努力へ。

(※※)アーカンソー大学(グレゴリー
ノリス氏等)及びアリゾナ大学，NG

O，サプライヤーとの協力機関(シ
ステム開発事業体)

(※)産業エコロジー
＝生態系をモデルとした
産業活動

(ある産業の廃棄物を別の産業が
資源として利用する等。)

182010年 GPN    上山静一
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サプライヤーに対する15の質問① (W社)
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サプライヤーに対する15の質問② (W社)
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カーボン・ディスクロージャー・プロジェクトCDP)
- 投資家への可視化政策推進の国際的動向

イオンはCDPによる投資家への情報開示を
戦略的に推進することが必要。

CDPについて

ケーススタディ

カーボン・ディスクロージャー・プロジェクトとは

企業活動のうち｢炭素｣にかかわる情報の公開

を進め、投資家が意思決定をする際、気候変

動を考慮することを推進するプロジェクト。世

界有数の金融機関が、株式時価総額のトップ

500社(FT500)などに対し、2003年から調査を

開始し、その後、対象企業を広げた。温暖化

対策(GHG排出削減等)にどのように取り組ん

でいるかについて回答を求める。CDP事務局

は、回答を収集して一般に公開する。イオンも

参加した2008年の第6回調査では385社の金
融

機関に拡大し、総運用資産は57兆ドルに達し

た。日本からも損害保険ジャパン、三菱UFJ

フィナンシャルグループなど17機関が参加して

いる。

・W社は、CDP6(’08年)サブコミッション提起を決断し、CDPの評価プロセ
スから貴重な見識を学び、より積極的に気候変動問題をリードする企業
としての評価を得つつある。
例えば、グローサリストア内で使用する冷却剤によるGHG排出量の削減
の価値を学び、その削減に集中する政策。
・現在、W社は年間20億ドルにのぼるエネルギー消費のうち20％を削減し、
再生可能エネルギーの占める割合を60％までに増やすことを確約し、投
資家よりの評価を高めつつあるといわれている。

・CDPは、気候変動に関する機関投資家(年金基金・保険会社等385機関)
と企業経営者(P&G・ボーイング・ウォルマート・テスコ等大企業 2,000社
以上)及び公共部門責任者との継続的な対話を促すことで民間と公共部
門がGHG排出量及び気候変動の影響を測定、管理、削減することを促
進している。
・CDPのデータベースでは、投資家が投資ポートフォリオでの気候変動に
よるリスクと機会を判断する上で重要な役割を果たし、拡大傾向にある。
・2008年には、中国、韓国なども対象となり、主要国は大半網羅されてい
る。
・イオン(株)取締役の末吉竹二郎氏は、CDPジャパンのチェアマンである。
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◇バイオマスプラスチック製品の展開
卵パック、

野菜袋、野菜パック、

TVGE納豆フィルム、TVジャム等シュリンク

◇普及啓発活動
店頭お客さま・・・売場販促物(POP、ポスター等）

店頭アンケート、エコエコお買物クイズラリー

一般の消費者・・・ホームページ、HOT PRESS、エコプロダクツ展、トップバリュ展示会

6) バイオマスプラ製品の展開と｢生物多様性｣との融合
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【毎日新聞’10年1月1日】

【読売新聞’10年1月4日】

｢生物多様性｣との融合 －生物資源の活用の方向性



Corporate Citizenship Ⅳ ｢エコストア｣のコンセプトと8つの切り口及びイオンレイクタウンの事例
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イオンレイクタウン(2008年10月開店)
－環境省，街区まるごとCO220%削減事業－

イオンレイクタウン(2008年10月開店)

25

ソーラーパネル



Corporate Citizenship Ⅴお客さまとともに行う省資源の取組み－レジ袋大幅削減

26
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1) イオングループ「無料配布中止」による大幅削減実施(事例) (’09.12月31日現在)

27

イオングループ合計 308都市 857店舗で実施済。(’09.12月31日現在)

《事例》

企業名 店舗名 所在地 開始日

北大路ビブレ

伏見サティ

琉球ジャスコ㈱ ﾏｯｸｽﾊﾞﾘｭ新都市めかる店 沖縄県那覇市 07.09.01

杉並新高円寺店 東京都杉並区

日野駅前店

日野栄町店 

㈱カスミ フードオフストッカーなど計11店舗 茨城県

ﾏｯｸｽﾊﾞﾘｭララパーク店

ﾏｯｸｽﾊﾞﾘｭ神田久志本店

バリューｾﾝﾀｰ小俣店

ﾏｯｸｽﾊﾞﾘｭ相生南店

ウエルマート相生店

3店舗とも80％台（07.09.30現在）

3店舗平均で86％台（07.09.30現在）
※ララパーク店開始前16.7％

　

相生南店は開始前15～16％台が
80.6％
相生店は開始前16～17％台が87.0％
（07.10.03現在）

07.08.01
東京都日野市

㈱いなげや

ﾏｯｸｽﾊﾞﾘｭ中部㈱ 三重県伊勢市 07.09.21

マックﾊﾞﾘｭ西日本㈱ 兵庫県相生市 07.09.01

開始前8.2％が71.6%(07.09.20現在）

持参率の状況

開始前17％台が平均77％台
（07.09.30現在）

マイカル㈱ 京都市 07.09.11
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2)京都市におけるマイバッグ等の持参促進及びレジ袋有料化に関する協定書



Corporate Citizenship

29

Ⅵ国際会議や国際エコプロダクツ展での情報発信

第3回グリーン購入世界会議 in スウォン

1.開催日時 ： ’09年10月21日～23日
1.開催場所 ：韓国スウォン市
1.主 催 者 ： スウォン市，IGPN，イクレイ・ヨーロッパ，

イクレイ韓国
1.後援，協力 ：韓国環境省，韓国知識経済省，APO

1.参加地域 ： アジア太平洋地域，欧州，北米の中央政府，
地方自治体，多国籍企業，中小企業，
国際機関，NGO

1.第3回世界会議テーマ ： 「持続可能な消費と生産」
「グリーン購入｣
「グリーン経済イニシアチィブ」

1.イオンの参加 ：上山より「日本小売業の環境政策及び
イオンの温暖化防止宣言とカーボンフット
プリント｣について講演。

国際エコプロダクツ展(中国：大連 ’10.6月予定)

1.開催日時 ： ’10年6月5日前後
1.開催場所 ：大連市
1.主 催 者 ：中国環境保護部，

中国環境保護部認証センター
1.後援，協力 ：中国在住の日系企業及び日本企業，

中国企業，IGPN
北京でのグリーン購入ワークショップでの講演
(’08.6.10～12 12ヶ国300名参加)
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ご清聴ありがとうございまし
た。


